提　案　理　由
本府の財政状況が依然として厳しい状況にあることに鑑み、大阪府議会としても財政健全化に率先して協力するため、議員報酬の　３割削減を定めた現行の特例条例の適用期限を令和９年４月２９日まで延長するものである。
